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(57)【要約】
【課題】磨耗した摩擦部材だけを容易に交換することを
可能とした振動波駆動装置を提供する。
【解決手段】振動波モータは、弾性体１、圧電素子２、
摩擦部材３を備える。弾性体１及び圧電素子２からなる
振動体は、圧電素子２により振動が励起される。移動体
は、弾性体１に対して接触加圧力で押圧され弾性体１に
励起された振動により弾性体１に対して相対的に移動さ
れる。摩擦部材３は、弾性体１と移動体との間に設けら
れ弾性体１の面と移動体の面に当接する接触面を有する
。摩擦部材３は、その接触面が弾性体１と移動体の何れ
の接触面とも固着されていないと共に、弾性体１の接触
面と一体的な挙動を示す。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気－機械エネルギ変換素子により振動が励起される振動体と、
　前記振動体に対して接触加圧力で押圧され前記振動体に励起された振動により前記振動
体に対して相対的に移動される移動体と、
　前記振動体と前記移動体との間に設けられ前記振動体の面と前記移動体の面に当接する
接触面を有する摩擦部材とを備え、
　前記摩擦部材は、前記摩擦部材の接触面が前記振動体と前記移動体の何れの接触面とも
固着されていないと共に、前記振動体または前記移動体の何れか一方の接触面と一体的な
挙動を示すことを特徴とする振動波駆動装置。
【請求項２】
　前記摩擦部材は、前記振動体の接触面以外の箇所に固定される取付け部と、前記取付け
部から外周側へ放射状に延出された可撓性を有する複数の腕部と、前記複数の腕部からそ
れぞれ延出された複数の摩擦部とを有するリング形状であることを特徴とする請求項１記
載の振動波駆動装置。
【請求項３】
　前記摩擦部材は、前記振動体の接触面以外の箇所に固定される取付け部と、前記取付け
部の外周側に沿って設けられた摩擦部とを有するリング形状であることを特徴とする請求
項１記載の振動波駆動装置。
【請求項４】
　前記摩擦部材における、前記振動体または前記移動体の何れか一方の接触面ではない他
方の接触面に対する接触面の硬度は、前記他方の接触面の硬度よりも低いことを特徴とす
る請求項１記載の振動波駆動装置。
【請求項５】
　前記摩擦部材における前記振動体と前記移動体に対する二つの接触面は、異なる材質に
より形成されていることを特徴とする請求項１記載の振動波駆動装置。
【請求項６】
　前記摩擦部材における前記振動体と前記移動体に対する二つの接触面は、表面粗さが異
なることを特徴とする請求項１記載の振動波駆動装置。
【請求項７】
　前記摩擦部材の前記移動体に対する接触面に微小突起を設け、前記移動体の接触面を前
記微小突起が突き刺さることが可能な材料により形成したことを特徴とする請求項１記載
の振動波駆動装置。
【請求項８】
　前記摩擦部材と前記移動体の両方の接触面に異方性のある加工痕を設けたことを特徴と
する請求項１記載の振動波駆動装置。
【請求項９】
　前記摩擦部材と前記移動体の両方の接触面における摺動する径の大きさと、前記摩擦部
材と前記振動体の両方の接触面における摺動する径の大きさとに差を設けたことを特徴と
する請求項１記載の振動波駆動装置。
【請求項１０】
　前記摩擦部材は、前記振動体に対してばね部材による接触加圧力と前記腕部による加圧
力により押圧されることを特徴とする請求項２記載の振動波駆動装置。
【請求項１１】
　前記振動体あるいは前記摩擦部材の何れか一方が磁化されていることを特徴とする請求
項１記載の振動波駆動装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気－機械エネルギ変換素子を駆動源として弾性体に駆動振動を形成する振
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動体と該振動を外部出力として取り出す移動体とを有する振動波駆動装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、振動波駆動装置は、駆動振動が形成される振動体と該振動体に加圧接触する移
動体とを備え、振動体と移動体とを駆動振動により相対的に移動させるようにしたもので
ある。振動波駆動装置の一種であるリング型振動型モータの基本構成を図９を用いて簡単
に説明する。
【０００３】
　図９は、従来例に係るリング型振動波モータの構成を示す断面図である。リング型振動
波モータを構成する弾性体１０１の一方の端面（図中の左側面）には、分極処理された２
群の圧電素子を配置した構造の圧電素子１０２が同心円状に接着されている。弾性体１０
１及び圧電素子１０２により振動体が構成されている。圧電素子１０２における弾性体１
０１との接着面とは反対側の面には、圧電素子１０２に印加する駆動信号を入力するため
のフレキシブル基板１０４が固着されている。
【０００４】
　弾性体１０１における圧電素子１０２との接着面とは反対側の面には、駆動効率を上げ
ることを目的とした複数の溝が径方向に沿って形成されると共に周方向に規則的に（等間
隔で）配置されている。複数の溝は櫛歯を形成している。弾性体１０１の各櫛歯の端面に
は、樹脂、金属、セラミックス等により構成される摩擦部材１０３が設けられている。弾
性体１０１の内周部は、薄肉の円盤状に形成されており、円盤状部の内周側の弾性体固定
部は、ベース１０５に接着あるいはネジにより固定されている。摩擦部材１０３の表面に
は、移動体１０６が接触している。
【０００５】
　ディスクフランジ１０９は、シャフト１１０に嵌合されている。板ばね１０８の内周部
は、ディスクフランジ１０９により固定されており、板ばね１０８の外周部は、防振ゴム
１０７を介して移動体１０６に当接している。これにより、移動体１０６は、板ばね１０
８の付勢力により摩擦部材１０３を介して弾性体１０１に加圧接触される。また、シャフ
ト１１０は、ベース１０５に取り付けられた軸受１１１、１１２により回転自在に支持さ
れており、更に止め輪１１３により軸方向の移動が規制されることで板ばね１０８からの
加圧反力を受けている。スペーサ１１４は、軸受１１１に予圧を与えてシャフト１１０の
振れ回り量を低減している。
【０００６】
　上記構成において、圧電素子１０２に位相の異なる２つの高周波電圧を印加すると、弾
性体１０１に周方向の進行性振動が励起される。これにより、弾性体１０１に圧接してい
る移動体１０６が、弾性体１０１及び圧電素子１０２からなる振動体と移動体１０６との
接触面同士の摩擦力により回転駆動される。
【０００７】
　他方、近年の振動波モータのコンシューマ機器への展開（搭載）に伴って、振動波モー
タの高耐久化が要望されている。振動波モータは、長時間の駆動により振動体が発生する
トルクを移動体に伝達する摩擦部材の磨耗の進行によりモータ性能が劣化する。
【０００８】
　性能が劣化した振動波モータは、摩擦部材を交換するだけで初期性能を回復することが
可能であることが多い。そのため、摩擦部材を容易に交換することができるならば、安価
なメンテナンスにより振動波モータを初期状態に再生することが可能である。これを踏ま
えると、仮に振動波モータの耐久性が製品の寿命に対して不足していたとしても、継続的
にメンテナンスすることを前提に振動波モータを高耐久製品へ搭載することが可能となる
。
【０００９】
　また、振動波モータを構成する摩擦部材以外の部品のリサイクル化を図ることで、廃棄
部品を削減する等の環境対策としての効果も得ることができる。特に、鉛成分を含有する
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電気－機械エネルギ変換素子である圧電素子を再利用することができる。
【００１０】
　このように、性能が劣化した振動波モータを摩擦部材の交換によって再生する技術が、
将来的にコスト低下や環境問題に応える技術として重要度を増してくると予測されている
。従って、摩擦部材を簡単に交換可能な振動波モータの構造が重要になってきている。
【００１１】
　従来、振動波モータの構成部品である摩擦部材を簡易的な手法により交換可能とする技
術として図１０及び図１１に示すものが提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【００１２】
　図１０は、リング型振動波モータの振動体の構成を示す断面図である。弾性体２０１は
、振動体を構成し、振動の振幅を拡大するための櫛歯部２０１ａを備える。圧電素子２０
２は、リング形状の電気－機械エネルギ変換素子である。摩擦部材２０３は、弾性体２０
１の櫛歯部２０１ａに接着剤あるいは嵌合により固着されており、はみ出し部２０３ａを
備える。
【００１３】
　図１１は、取り外し冶具を用いて摩擦部材を振動体から取り外す様子を示す図である。
摩擦部材２０３を振動体から取り外すとき、摩擦部材２０３のはみ出し部２０３ａのはみ
出し量は、摩擦部材２０３を弾性体２０１の櫛歯部２０１ａに対する固着力に打ち勝って
取り外し冶具２１５、２１６により保持するのに十分な量となっている。
【特許文献１】特開２０００－１５６９８７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　上述したように、従来の振動波モータにおいて、摩擦部材２０３を振動体を構成する弾
性体２０１の櫛歯部２０１ａに接着剤あるいは嵌合により固着する方式は固着力が強固で
ある。そのため、振動体からの摩擦部材２０３の取り付け・取り外しのどちらの場合でも
しっかりとした冶具立てが必要である。
【００１５】
　また、摩擦部材２０３を櫛歯部２０１ａに接着剤で固着する方式では接着剤のカスが残
り、摩擦部材２０３を櫛歯部２０１ａに嵌合する方式では嵌合凹部に切断された摩擦部材
が残るといったことが剥離工程で発生する。そのため、市販される製品の内部に搭載され
た振動波モータを製品外部からメンテナンスすることができず、修理に手間とコストを要
する。従って、振動波モータにおいて摩擦部材をより簡単に交換可能とする構造が要望さ
れている。
【００１６】
　本発明の目的は、磨耗した摩擦部材だけを容易に交換することを可能とした振動波駆動
装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　上述の目的を達成するために、本発明は、電気－機械エネルギ変換素子により振動が励
起される振動体と、前記振動体に対して接触加圧力で押圧され前記振動体に励起された振
動により前記振動体に対して相対的に移動される移動体と、前記振動体と前記移動体との
間に設けられ前記振動体の面と前記移動体の面に当接する接触面を有する摩擦部材とを備
え、前記摩擦部材は、前記摩擦部材の接触面が前記振動体と前記移動体の何れの接触面と
も固着されていないと共に、前記振動体または前記移動体の何れか一方の接触面と一体的
な挙動を示すことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、摩擦部材は、その接触面が振動体と移動体の何れの接触面とも固着さ
れていないと共に、振動体または移動体の何れか一方の接触面と一体的な挙動を示す。
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【００１９】
　従って、磨耗した摩擦部材だけを容易に交換して振動波駆動装置を再生することが可能
となるため、従来のように振動波駆動装置全体あるいは摩擦部材が固着された振動体全体
を交換することが不要となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて説明する。
【００２１】
　〔第１の実施の形態〕
　図１は、本発明の第１の実施の形態に係る振動波駆動装置としての振動波モータの構成
を示す図であり、（ａ）は、弾性体１を示す斜視図、（ｂ）は、摩擦部材３を示す斜視図
である。図２は、弾性体１と摩擦部材３を位置決めして重ね合わせた状態を示す斜視図で
ある。
【００２２】
　図１、図２において、振動波モータは、弾性体１、電気量（電圧）と機械量（振動）の
相互変換を行う電気－機械エネルギ変換素子としての圧電素子２、摩擦部材３を備えてい
る。振動波モータにおいては、弾性体１及び圧電素子２により振動体が構成されており、
圧電素子２を駆動源として弾性体１に振動を励起し、該振動に伴う接触加圧力により移動
体（図３参照）を押圧する。なお、図１、図２では、振動波モータを構成する他の部品（
移動体、シャフト、軸受、ベース、フランジ、板ばね等）の図示は省略している。
【００２３】
　弾性体１は、可撓性を有するリング形状の金属材料（例えばステンレスあるいはリン青
銅）から形成されており、櫛歯部１ａを有する振動部１ｂと、円盤状部１ｃと、弾性体固
定部１ｄを備えている。弾性体１の最外周部を構成する厚いリング部は、振動部１ｂとし
て構成されている。弾性体１の振動部１ｂの一方の端面には、駆動効率を上げることを目
的とした複数の溝が形成されている。複数の溝は、弾性体１の径方向に沿って形成される
と共に弾性体１の周方向に規則的に（等間隔で）配置されている。複数の溝により櫛歯部
１ａを構成している。
【００２４】
　弾性体１の振動部１ｂの内周側は、薄肉の円盤状部１ｃとして構成されている。更に、
弾性体１の円盤状部１ｃの内周側は、中央に貫通孔を有する弾性体固定部１ｄとして構成
されている。弾性体１の弾性体固定部１ｄは、ベース（不図示）に対して接着あるいはネ
ジによる締結あるいは嵌合等により固定される。また、弾性体１の弾性体固定部１ｄは、
後述する摩擦部材３の取付け部３ｃに固定される。
【００２５】
　摩擦部材３は、金属材料から形成されており、リング形状に形成された取付け部３ｃと
、取付け部３ｃから外周側へ放射状に延出された複数の腕部３ｄと、複数の腕部３ｄから
それぞれ延出された複数の摩擦部３ｂを備えている。摩擦部材３の取付け部３ｃからは、
可撓性を有する複数の腕部３ｄが周方向にスリットを介して放射状に延出され一体に設け
られている。摩擦部材３の複数の腕部３ｄの先端には、複数の摩擦部３ｂがそれぞれ一体
に設けられている。
【００２６】
　摩擦部材３の摩擦部３ｂは、対向する二つの接触面（図１（ｂ）の表側の面と裏側の面
）を有する。摩擦部材３の摩擦部３ｂの二つの接触面は、それぞれ弾性体１の接触面及び
移動体の接触面と接触部を構成し、それぞれ弾性体１の接触面及び移動体の接触面と当接
する。なお、本実施の形態では、接触加圧力が伝達付加される方向に当接する２つの部品
双方の面を接触面と表現し、当接する２つの部品双方の接触面からなる領域を接触部と表
現する。
【００２７】
　摩擦部材３を形成する金属材料はプレス加工で成型する。まず、プレス加工により薄肉
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平板から放射状に打ち抜き、打ち抜いた摩擦部材３となる板金を折り曲げ加工した後、折
り曲げた板金すなわち摩擦部材３の摩擦部３ｂの少なくとも一方の接触面を、研磨加工に
より研磨する。研磨加工は、摩擦部材３を弾性体１に取り付ける前の時点で行う。
【００２８】
　摩擦部材３の摩擦部３ｂのもう一方の接触面は、摩擦部３ｂの厚みムラを抑制するなど
といった理由で必要であるならば、折り曲げ加工前や加工後に研磨することも可能である
が、ここでは圧延された板金の表面をそのまま使用している。摩擦部材３の摩擦部３ｂに
おける研磨した側の接触面は、滑りを伴って弾性体１の振動部から駆動力が伝達される移
動体（不図示）との接触面として使用される。
【００２９】
　摩擦部材３と弾性体１とは、摩擦部材３の周方向にスリットを介して各々分離されてい
る複数の摩擦部３ｂの先端により形成される円と、弾性体１の複数の櫛歯部１ａの先端に
より形成される円とが同心円状になるように位置決めされ重ね合わせられる。弾性体１の
弾性体固定部１ｄには、摩擦部材３の取付け部３ｃがネジによる締結あるいは止め輪によ
る拘束などの容易な固定手段により固定される。これにより、摩擦部材３の容易な交換を
可能としている。
【００３０】
　なお、摩擦部材３の取付け部３ｃは、弾性体１の弾性体固定部１ｄへの固定に限定され
るものではなく、弾性体１自体が設置されるベース（不図示）に固定してもよい。ただし
、摩擦部材３の取付け部３ｃは、弾性体１の振動特性に影響を与える振動部への固定は避
けている。即ち、摩擦部材３の取付け部３ｃは、弾性体１の振動部における摩擦部材３と
の接触面以外の箇所に固定される。
【００３１】
　弾性体１と摩擦部材３の双方の接触面からなる接触部は、双方の接触面同士で固着され
ていない。摩擦部材３を弾性体１から取り外す場合は、摩擦部材３の取付け部３ｃの固定
手段（ネジや止め輪など）を解放することで、摩擦部材３を容易に取り外しすることが可
能である。また、摩擦部材３と移動体の双方の接触面からなる接触部は、双方の接触面同
士で固着されていない。なお、ここでの固着とは、接着剤や半田等による強固な結合、焼
き嵌めや圧入等の嵌合など、着脱が困難な固定手段による固着を指す。
【００３２】
　弾性体１の弾性体固定部１ｄに摩擦部材３の取付け部３ｃを固定する際に、摩擦部材３
の摩擦部３ｂは、ばね性を有する腕部３ｄの弾性変形で発生する加圧力により弾性体１の
櫛歯部１ａの端面に押し付けられる。また、摩擦部材３における複数の摩擦部３ｂの間に
周方向に所定間隔で形成されている複数のスリットと、複数の腕部３ｄの間に周方向に所
定間隔で形成されている複数のスリットは、弾性体１の溝と同じピッチで設けられている
。
【００３３】
　弾性体１と摩擦部材３を組み立てる際は、図２に示すように摩擦部材３の摩擦部３ｂの
先端と弾性体１の櫛歯部１ａの先端の周方向位置が一致するように、摩擦部材３を弾性体
１に位置決めして重ね合わせる。なお、摩擦部材３の腕部３ｄがばね性を持たない場合、
摩擦部材３の摩擦部３ｂを弾性体１の櫛歯部１ａの端面に押し付ける別の方法としては、
次の方法が考えられる。
【００３４】
　摩擦部材３と弾性体１を磁性体により形成し、磁化された摩擦部材３と弾性体１のうち
何れか一方の接触面にもう一方の接触面が引きつけられるようにしてもよい。あるいは、
摩擦部材３と弾性体１の何れか一方を磁化し、何れか一方の接触面にもう一方の接触面が
引きつけられるようにしてもよい。
【００３５】
　次に、上記構成を有する本実施の形態の振動波モータにおける摩擦部材３と弾性体１及
び移動体の挙動を図３及び図４に基づき説明する。
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【００３６】
　図３は、振動波モータにおける弾性体１の振動部と移動体の振動部の上下から摩擦部材
３に対し加圧力を付加する状態を示す模式図である。図４は、弾性体１に対する正弦波状
の曲げ変形の発生により弾性体１の振動部に楕円運動が生成される状態を示す模式図であ
る。
【００３７】
　図３において、Ａは弾性体１の振動部、Ｂは移動体の振動部を示す。振動波モータにお
いて、弾性体１の振動部Ａの下方から矢印Ｙ１方向に、移動体の振動部Ｂの上方から矢印
Ｙ２方向に、板ばね（不図示）による接触加圧力をそれぞれ付加する。これにより、弾性
体１と移動体の双方の接触面の間に介在している摩擦部材３が挟持される。
【００３８】
　また、摩擦部材３を弾性体１に押圧する矢印Ｙ３方向の加圧力は、摩擦部材３の腕部３
ｄ（図１参照、図３では不図示）により発生される加圧力によるものである。従って、振
動波モータを組み立てた状態において摩擦部材３と弾性体１の間には、板ばね（ばね部材
）による接触加圧力と摩擦部材３の腕部３ｄによる加圧力の両方が付加されている。
【００３９】
　なお、図３における移動体の振動部Ｂとは、振動波モータの駆動中における弾性体１と
移動体との接触を安定化させるためのばね構造を有し、このばね構造が振動体の駆動振動
に応答して同一周波数で振動しているものとする。
【００４０】
　圧電素子２へ駆動部（不図示）から入力された駆動信号により、弾性体１に対して駆動
に必要な正弦波状の曲げ変形が発生すると、弾性体１の振動部Ａは図４に示すような楕円
運動Ｃを生成する。摩擦部材３の摩擦部３ｂは、腕部３ｄの加圧力により常に弾性体１の
接触面に押圧されると共に、発生する摩擦力により周方向の変位にも追従する。これによ
り、弾性体１の振動部Ａの楕円運動（楕円軌道）Ｃに倣って、摩擦部材３も同一の周波数
で楕円運動Ｄを生成する。なお、図４における水平な矢印で示す方向は移動体の移動方向
である。
【００４１】
　また、弾性体１の振動部Ａの駆動振動により、周方向に沿って等間隔で配置された複数
の櫛歯部１ａにおいて隣接する櫛歯部１ａの間には相対的な変位が発生する。本実施の形
態では、摩擦部材３が放射形状であり周方向に分離されると共にそれぞれの摩擦部３ｂが
周方向に可撓性を有する。従って、弾性体１の隣接する櫛歯部１ａの間の相対的な変位に
対しては、櫛歯部１ａの先端（端面）の挙動を忠実に移動体に対して伝達することができ
る。
【００４２】
　ただし、摩擦部材を金属材料ではなく樹脂性材料のように剛性の低い材料から形成した
場合は、周方向の歪に十分対応可能であるから、リング形状の摩擦部材を用いても不都合
はない。また、摩擦部材をリング形状の金属材料から形成した場合、摩擦部材における弾
性体１の溝部に重ね合わせる部分を摩擦部材の他の部分よりも薄く形成して低剛性部に構
成してもよい。また、摩擦部材における弾性体１の溝部に重ね合わせる部分をプレス加工
で溝部の深さ方向に突出する断面Ｖ字状（ばね構造）に構成してもよい。これにより、周
方向に可撓性を持たせることができ、同様の効果が得られる。
【００４３】
　本実施の形態では、以上の構造より、振動波モータを構成する摩擦部材３は弾性体１と
一体的に楕円運動Ｄ（図４参照）を発生する。即ち、摩擦部材３は弾性体１の接触面と一
体的な挙動を示す。
【００４４】
　本実施の形態の振動波モータは、磨耗した摩擦部材３を容易に交換可能とすることで、
摩擦部材３以外の部品の再利用を可能とすることを目的としたものである。そのため、再
利用する弾性体１及び移動体の接触面と比較して、簡単に交換可能な摩擦部材３の接触面
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の磨耗量が多くなる組み合せであることが好ましい。具体的には、摩擦部材３の接触面の
硬度が、該接触面に相対する弾性体１の接触面あるいは移動体の接触面の硬度よりも低い
ことが望ましい。
【００４５】
　従って、弾性体及び移動体の接触面が例えばセラミックスやステンレス窒化面である場
合、摩擦部材３の接触面をステンレスやアルミ等を組み合せたものとしてもよい。もう一
つ例を挙げると、弾性体と移動体の接触面がステンレスやアルミ等である場合、摩擦部材
３の接触面を樹脂材料としてもよい。
【００４６】
　また、摩擦部材３の摩擦部３ｂを樹脂材料により形成する場合は、腕部３ｄにおいて十
分なばね性が得られない。そこで、図５に示すように、摩擦部材３の取付け部３ｃから一
体的に成型される金属材料からなる摩擦部３ｂの表面及び裏面に樹脂材料１５を固着する
ことで、摩擦部材３の接触面を形成すればよい。
【００４７】
　更に、本実施の形態の摩擦部材３の形状から得られる特徴について説明する。摩擦部材
は、弾性体の複数の櫛歯部の接触面に相対する面が水平面にならない場合でも使用するこ
とが可能である。例えば図６に示すように球体駆動用の弾性体１１の櫛歯部１１ａの接触
面が水平面ではなく球体を支持するために傾斜面となっている場合、従来、弾性体１１に
固着された摩擦部材１３の接触面を研磨することは困難であった。
【００４８】
　しかし、本実施形態であれば、摩擦部材１３単体で研磨加工を済ませ、摩擦部材１３を
弾性体１１に取り付ける段階で摩擦部材１３の摩擦部１３ｂが弾性体１１の櫛歯部１１ａ
の接触面の形状に倣い、傾斜した接触面を形成することができる。
【００４９】
　以上説明したように、本実施の形態によれば、摩擦部材３は、該摩擦部材３の接触面が
弾性体１と移動体の何れの接触面とも固着されていないと共に、弾性体１の接触面と一体
的な挙動を示す。従って、磨耗した摩擦部材だけを容易に交換して振動波モータを再生す
ることが可能となるため、従来のように振動波モータ全体あるいは摩擦部材が固着された
振動体全体を交換することが不要となる。
【００５０】
　これにより、摩擦部材の簡易的な交換作業を伴うことを前提とした場合でもコストのか
さむメンテナンスは不用となるため、今後ますます高耐久製品への振動波モータの搭載が
容易になる。また、摩擦部材以外の部品のリサイクル化により廃棄部品を削減する等の環
境対策としての効果も得ることが可能となる。特に、鉛成分を含有する電気－機械エネル
ギ変換素子である圧電素子を再利用することが可能となる。
【００５１】
　〔第２の実施の形態〕
　図７は、本発明の第２の実施の形態に係る振動波駆動装置としての振動波モータの摩擦
部材の構成を示す斜視図である。
【００５２】
　図７において、振動波モータの摩擦部材２３は、リング形状の金属材料から形成されて
おり、薄肉円盤状に形成された取付け部２３ｃと、取付け部２３ｃの外周側に鍔状に形成
された摩擦部２３ｂを備えている。摩擦部材２３の摩擦部２３ｂは、対向する二つの接触
面（図７の表側の面と裏側の面）を有する。摩擦部材２３の摩擦部２３ｂの二つの接触面
は、それぞれ弾性体１の接触面及び移動体の接触面と接触部を構成し、それぞれ弾性体の
接触面及び移動体の接触面と当接する。本実施の形態では、摩擦部材２３は移動体の接触
面と一体的な挙動を示す。
【００５３】
　摩擦部材２３を形成する金属材料はプレス加工で成型する。まず、プレス加工により薄
肉平板から摩擦部材２３となる板金を打ち抜いた後、打ち抜いた板金すなわち摩擦部材２
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３の摩擦部２３ｂの少なくとも一方の接触面を、研磨加工により研磨する。研磨加工は、
摩擦部材２３を弾性体に取り付ける前の時点で行う。
【００５４】
　摩擦部材２３の摩擦部２３ｂのもう一方の接触面は、摩擦部２３ｂの厚みムラを抑制す
るなどといった理由で必要であるならば、打ち抜き加工後に研磨することも可能であるが
、ここでは圧延された板金の表面をそのまま使用している。摩擦部材２３の摩擦部２３ｂ
における研磨した側の接触面は、滑りを伴って駆動力を伝達する弾性体１（図１（ａ）参
照）との接触面として使用される。
【００５５】
　摩擦部材２３と弾性体１とは、鍔状の摩擦部２３ｂの外周円と、弾性体１の複数の櫛歯
部１ａの先端により形成される円とが同心円状になるように位置決めされ重ね合わせられ
る。摩擦部材２３は、振動部ではない回転部品（例えばシャフト等）に回転自在な状態で
設置する。ただし、弾性体１の振動特性に影響を与える振動部への固定は避けている。な
お、摩擦部材２３の接触面と移動体の接触面からなる接触部は、接触面同士で固着されて
いないため、振動波モータから摩擦部材２３を容易に取り外すことが可能である。
【００５６】
　次に、上記構成を有する本実施の形態の振動波モータにおける摩擦部材２３と弾性体１
及び移動体の挙動を図８に基づき説明する。
【００５７】
　図８は、振動波モータにおける弾性体の振動部と移動体の振動部により摩擦部材２３に
対し上下から加圧力を付加する状態を示す模式図である。
【００５８】
　図８において、Ａは弾性体１の振動部、Ｂは移動体の振動部を示す。振動波モータにお
いて、弾性体１の振動部Ａの下方から矢印Ｙ１方向に、移動体の振動部Ｂの上方から矢印
Ｙ２方向に、板ばね（不図示）による接触加圧力をそれぞれ付加する。これにより、弾性
体１と移動体の双方の接触面の間に介在している摩擦部材２３が挟持される。
【００５９】
　圧電素子２へ駆動部（不図示）から入力された駆動信号により、弾性体１に対して駆動
に必要な正弦波状の曲げ変形が発生すると、弾性体１の振動部Ａ及び移動体の振動部Ｂと
摩擦部材２３とは次の状態となる。圧電素子２による曲げ振動振幅と移動体が有するばね
性と接触加圧力の関係により決まる安定した接触状態となる。安定した接触状態において
、摩擦部材２３と弾性体１（振動体）の接触部では、適度な沈み込み量を維持しながら一
方向の駆動力が移動体に伝達される。
【００６０】
　しかし、摩擦部材２３は弾性体１と移動体のどちらにも固着されていないため、振動波
モータの駆動条件によっては摩擦部材２３が移動体と一体的な挙動を示さないことがある
。このような場合は、移動体の加速時／減速時の動きが不安定になり易く制御応答性が低
下する。従って、摩擦部材２３と移動体が常に一体的な挙動を示すように、摩擦部材２３
を挟む両接触部（摩擦部材２３と弾性体１の接触部、摩擦部材２３と移動体の接触部）の
うち移動体との接触部が発生する摩擦力を積極的に大きくすることが必要である。以下、
その５つの手法について説明する。
【００６１】
　第１の手法では、摩擦部材２３を挟む両接触部の摩擦係数に差を設ける。摩擦部材２３
は、プレス加工で打ち抜いたステンレスと、ビク型等でシートから抜いた樹脂材料を接着
した２層構造リングである。摩擦部材２３の二つの接触面のうち、ステンレスは移動体側
の接触面を構成し、樹脂材料は振動体（弾性体及び圧電素子）側の接触面を構成する。振
動体及び移動体の接触面の材料が共にステンレスである場合、摩擦部材２３と移動体の接
触部の摩擦係数は約０.６、摩擦部材２３と振動体の接触部の摩擦係数は約０.２と大きな
差を設けることができる。これにより、摩擦部材２３における移動体側の摩擦部に発生す
る摩擦力が十分に大きくなり、摩擦部材２３は常に移動体と一体的な挙動を示す。
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【００６２】
　また、第２の手法では、摩擦部材２３の何れか一方の接触面の表面粗さを大きく設定す
る。表面粗さにより同じ材質の組み合せでも摩擦係数を１割～２割程度大きくすることが
できる。摩擦部材２３における移動体との接触面側は一体的な挙動を示すため界面には微
小滑りが発生するだけである。従って、振動波モータの長時間の駆動後も初期の表面粗さ
に極端な変化が生じることはなく、常にもう一方の接触部の摩擦係数よりも大きくなる設
定を維持することが可能である。
【００６３】
　また、第３の手法では、金属材料からなる摩擦部材２３における一方の接触面に、プレ
ス加工により高さ１ｍｍ未満の多数の微小突起を成型する。振動体と移動体の接触面は共
に樹脂材料の摩擦材であり、摩擦部材２３の上記微小突起が配置された接触面を移動体の
接触面側に対向させる。移動体の接触面は樹脂材料であるから、微小突起が容易に突き刺
さり見かけ上の摩擦係数を大きくすることができる。
【００６４】
　また、第４の手法では、摩擦部材２３と移動体の両方の接触面に異方性のある加工痕を
設ける。例えば、平面研削盤等を用いた一方向に加工による傷が残るような加工方法によ
り、摩擦部材２３の一方の接触面と移動体の接触面を仕上げる。そして、この２つの接触
面の方向が一致するように配置した接触部は、一般的な振動波モータの接触面のような研
磨面と比較して見かけ上の摩擦係数を大きくすることができる。
【００６５】
　また、第５の手法では、摩擦部材２３と振動体及び移動体との間の接触部における摺動
する径の大きさに差を設ける。接触加圧力と摩擦係数がほぼ一致しているときの接触部で
の摩擦力の大きさはほぼ同じである。しかし、摩擦部材２３と移動体の接触部（両接触面
）における摺動する径を、摩擦部材２３と振動体の接触部（両接触面）における摺動する
径よりも大きく設定することで、トルクで比較するときに移動体側の接触部のグリップ力
を大きくすることができる。
【００６６】
　以上説明したように、本実施の形態によれば、摩擦部材２３は、該摩擦部材２３の接触
面が弾性体１と移動体の何れの接触面とも固着されていないと共に、移動体の接触面と一
体的な挙動を示す。従って、磨耗した摩擦部材だけを容易に交換して振動波モータを再生
することが可能となるため、従来のように振動波モータ全体あるいは摩擦部材が固着され
た振動体全体を交換することが不要となる。
【００６７】
　これにより、摩擦部材の簡易的な交換作業を伴うことを前提とした場合でもコストのか
さむメンテナンスは不用となるため、今後ますます高耐久製品への振動波モータの搭載が
容易になる。また、摩擦部材以外の部品のリサイクル化により廃棄部品を削減する等の環
境対策としての効果も得ることが可能となる。特に、鉛成分を含有する電気－機械エネル
ギ変換素子である圧電素子を再利用することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】本発明の第１の実施の形態に係る振動波駆動装置としての振動波モータの構成を
示す図であり、（ａ）は、弾性体を示す斜視図、（ｂ）は、摩擦部材を示す斜視図である
。
【図２】弾性体と摩擦部材を位置決めして重ね合わせた状態を示す斜視図である。
【図３】弾性体の振動部と移動体の振動部の上下から摩擦部材に対して加圧力を付加する
状態を示す模式図である。
【図４】弾性体に対する正弦波状の曲げ変形の発生により弾性体の振動部に楕円運動が生
成される状態を示す模式図である。
【図５】摩擦部材の摩擦部に樹脂材料を固着した状態を示す断面図である。
【図６】摩擦部材の摩擦部が弾性体の櫛歯部の接触面形状に倣い傾斜した接触面を形成し



(11) JP 2009-201319 A 2009.9.3

10

20

た状態を示す断面図である。
【図７】本発明の第２の実施の形態に係る振動波駆動装置としての振動波モータの摩擦部
材の構成を示す斜視図である。
【図８】弾性体の振動部と移動体の振動部により摩擦部材に対し上下から加圧力を付加す
る状態を示す模式図である。
【図９】従来例に係るリング型振動波モータの構成を示す断面図である。
【図１０】リング型振動波モータの振動体の構成を示す断面図である。
【図１１】取り外し冶具を用いて摩擦部材を振動体から取り外す様子を示す断面図である
。
【符号の説明】
【００６９】
　１、１１　弾性体
　１ａ　櫛歯部
　１ｂ　振動部
　１ｃ　円盤状部
　１ｄ　弾性体固定部
　２　圧電素子
　３、１３、２３　摩擦部材
　３ｂ　摩擦部
　３ｃ　取付け部
　３ｄ　腕部

【図１】 【図２】
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